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26	Ugelvik,Thomas.	 2012.	‘The	 dark	 side	 of	 a	 culture	 of	 equality:	 Reimagining	
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（4） ブ レ ー ド バ イ ト 刑 務 所/保 護・ 予 防 拘 禁 施 設（Bredtveit fengsel, 
forvarings- og sikringsanstalt）について29
ブレードバイト刑務所は、オスロ市内に位置する女子刑務所である。収容
定員は64名で、その中ではハイセキュリティ－区画とローセキュリティ－
区画に分かれる。ハイセキュリティ－区画の収容定員は45名、ローセキュ
リティ－ク区画は19名である。ハイセキュリティ－区画には、保護拘禁対
象者、予防拘禁対象者の収容区画をもつ唯一の女子刑務所である。動機づけ
会話の手法を用いた、前述の女子受刑者の生活を立て直しプログラム
（VINN）及び、暴力離脱のためのプログラム「暴力以外の選択肢（ATV）」も
行われている。VINNは女性受刑者なら誰でも受講でき、5から8人のグルー
プワークで、最低8回、最高24回のミーティングを3週間から半年の間で行
う。宿題を含め、16から48単元を学ぶ。ATVは暴力犯、薬物依存、性的暴
力犯をした者を対象としている。3から6人でのグループワークで、1回1.5
時間で最低12回のミーティングを最低12週間で行う。宿題を含め、最低18
単元を学ぶ。
（5）バストイ刑務所（Bastøy landsfengsel）について
バストイ刑務所は、1900年頃に少年に対する矯正施設として開設された。
バストイ島という1つの島を刑務所として利用している。バストイ刑務所が
開設された頃は、極めて少年に対して厳格な刑が執行されており、その当時
の様子は、映画『孤島の王』などでも紹介されている。
しかし、現在は、130名を収容可能なノルウェー最大の開放刑務所（男子）
として機能し開放的な処遇が展開されており、厳格な刑の執行とはほど遠い。
刑務所収容は自由の剥奪のためにあるがそれ以上のものではなく、受刑者は
通常の社会と限りなく近い生活を送り、受刑者の自主性も尊重される。例え
29	以下ブレードバイト刑務所と略す。
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ば、刑務所議会を作り、その代表者は受刑者の選挙で決めており、刑務所の
中を民主的な一般社会に少しでも近づけ改善更生を図ろうとしている。また、
71名の職員の内30名が女子職員であり30、半数近くの職員を女性が占める
（もっとも、男子刑務所にも女子職員が多いことはバストイ刑務所に限った
ことではなく、ノルウェーさらには北欧の刑務所全体に共通している。）
バストイ刑務所からの出所者の再犯率は16％であり、ノルウェーの刑務
所出所者の再犯率20％と比べても低い数字となっている。バストイ刑務所
は、たしかに開放刑務所であるものの、そのうちの97％は閉鎖刑務所から
移送された受刑者である。しかも、平均刑期は2年から3年の間の受刑者が
多いことからも、受刑者の多くが重大犯罪を行っていることが分かる。とす
ると、バストイ刑務所は、特に犯罪傾向の低い受刑者を集めて低い再犯率と
しているのではなく、受刑者の多くが重大犯罪を行っているにも関わらず再
犯率が低いのである。
とすれば、バストイ刑務所の処遇を見る限り、受刑者の人権を尊重する処
遇に、何らかの再犯率を下げる可能性があることは否定できないようにも思
われる。
4　ノルウェーの社会内処遇
ノルウェーの刑事政策を考えるに当たり、社会内処遇の観点を忘れること
はできない。その中でも、社会奉仕命令を受ける者は48％にものぼること
から、社会奉仕命令について言及したい。
社会奉仕命令は、保護観察所の管轄に置かれる。時間は、30から420時間
であり、420時間が懲役1年に相当するとされ、懲役1年以下の刑の代替刑
として用いられている。ノルウェーでは、懲役1年以下の受刑者は全体の
86％を占めていることから、対象者となりうる者は相当数に上る。社会奉仕
命令を受けるか否かには年齢や性別に関係ないものの、社会奉仕命令を用い
るか否かの判断は裁判所の専権であり、暴力犯罪等の場合には、社会奉仕命
30	2012年9月現在。
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令となる可能性は低い。
社会奉仕作業の内容は多岐に渡るが、コミュニケーション能力をあげるた
めに、対話が含まれる作業でなければならないとされる。福祉関係の作業が
多いのは他の国と同様であるが、ノルウェーならのユニークなものとしては、
例えばフィヨルドの灯台の清掃などがある。また、また社会奉仕命令は、そ
のうちの最大70％が無給であるが、残りの30％については、たとえば薬物
運転プログラムなどの教育プログラムや、職業スキルや社会スキルを高める
プログラム、CTBプログラム（認知項行動療法）、などを行う。
ノルウェーの受刑者は、薬物中毒・アルコール中毒にあるものが約60％、
十分な教育を受けていないものが約40％、無職が約80％、ホームレスが約
65％、最低貧困ライン以下が約40％である。犯罪は、これらの要因が重な
り合って発生しているものと考えられる。今後、再犯率を下げるためには、
これらの要因を複合的に除去していくことが不可欠であろう。
5　予防拘禁について
今まで紹介してきた制度とは異なり、「社会安全」を主たる目的とした予
防拘禁について見ていきたい。前述したように、ノルウェーには予防拘禁と、
触法精神障害者に適用される保護拘禁があるが、ここでは完全責任能力のあ
る重大犯罪を行い、再度行う危険性のある犯罪者に適用される予防拘禁制度
（fornaring）について、ノルウェー刑法に言及しつつ触れたい。
まず、ノルウェー刑法第39条C項は以下のとおり規定する。
	 「有期の判決を下すことが社会を守るために不十分であるとされた場合、
以下の1号及び2号の要件を満たせば、刑務所に収容する判決に代えて刑
事局管轄下の施設に収容する予防拘禁の判決を下すことができる。
①他人の生命、健康、自由を害するあるいは法的権利を危険にさらす、深
刻な暴力重罪、性的重罪、監禁、放火あるいは他の深刻な重罪で有罪と
ならなければならない。さらに、その者がこのような重罪を再び行う差
し迫った危険がなければならない。（以下、略）」
注目するべき点は、予防拘禁の目的が「社会を守るため」にあり、受刑者
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の改善更生を目的とするノルウェーの通常の刑罰とは異なる点である。さら
に、犯罪者の差し迫った再犯の危険性がある場合に予防拘禁にできるとして
おり、再犯を行う将来の危険性に着目している点でも、従来の刑罰とは異な
る点が注目される。
さらに、同法第39条e項は、予防拘禁の期間を以下のように規定する。
	 「予防拘禁の判決の言い渡しをする場合には、裁判所は通常を15年は超え
ないようにするとともに、最長でも21年を超えることはできない。しか
しながら、検察官からの請求があった場合には、裁判所は1回の請求につ
き5年の範囲で延長することができる。」
予防拘禁の期間を、通常は15年以下、場合によっては21年以下31まで科
すことができると謙抑的に規定しながらも、裁判所の判断で5年ごとの更新
を可能としている点も注目される。すなわち、第39条C項に規定する再犯
の危険性が除去されない限り、少なくとも法律上は一生施設に収容すること
が可能なのである。
予防拘禁の収容施設には、通常の刑務所内の一角が用いられており、男子
はイラ刑務所/保護・予防拘禁施設（Ila	 fengsel	og	 forvaring	sanstalt）、ト
ロンハイム刑務所（Trondheim	fengsel）の2か所、女子はブレードバイト刑
務所1か所に収容されている。男子の多くは、イラ刑務所に収容されている。
2002年以来、178人、180件の事件で予防拘禁が用いられている32。これらの
者の約4割が強姦などの性犯罪で、殺人（未遂）等が、これに続く罪名となる。
6　テロ後のノルウェーの刑事政策
ノルウェーの刑事政策は、2011年テロにより変化するのであろうか。ノ
ルウェーの首相は、テロ直後に「私たちは自分たちの持つ価値観を決して放
棄してはなりません。・・・暴力に対する答えは、民主主義をさらに強固な
ものにすることだということを、相手をもっと思いやることが暴力に対する
31	立法にあたり、15年以下にすることも主張されたが、禁錮刑の最長が21年であること
のバランスを図るために21年とされた。
32	このうち2名は、予防拘禁で1度釈放され、再度予防拘禁で収容されている。
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答えだということを、示さなければなりません。」33と述べている。
これは多くのノルウェー国民の意見とも一致しているように思われる。テ
ロによりノルウェーの刑事政策は2011年テロの実行犯であるアンネシュ・
ブレイビクの意図したことに従うことになる以上、テロによっては刑事政策
を変えることはないとの確固たる信念が伺える。犯罪者を改善更生しようと
する教育刑の理念を原則としつつ、予防拘禁を併用するノルウェーの刑事政
策は、このテロにより変わることはないだろう。
7　ノルウェーの刑事政策の日本での活用
では、ノルウェーの刑事政策を日本へ活用することは出来ないだろうか。
たしかに、日本の厳罰化の潮流にあって、犯罪者の改善更生に極めて高い
比重を置くノルウェーの刑事政策を直ちに取り入れることは出来ないかもし
れない。しかし、平成17年、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律（平成17年法律第50号　以下、「法」とする）が制定され、同時期にい
わゆるPFI刑務所が開設された。PFI刑務所は、いずれも「社会復帰促進セ
ンター」と表記される。これは、PFI刑務所が、犯罪者を改善更生させ、社
会に復帰させることを重きに置く刑事施設であることを示すものである。こ
のPFI刑務所は、極めて良好な受刑者処遇を行っている。例えば、平成22
年3月、私の所属する研究チームが、第1号PFI刑務所である美祢社会復帰
促進センター（以下「美祢センター」とする。）で、全受刑者を対象にアンケー
ト調査（以下「本調査」とする。）を行い、その中で、極めて良好な結果が出
ている。
アンケート調査の内容は多岐にわたるが、特に注目すべきは、職業訓練及
び改善指導についてのアンケートである。「実際に受けた職業訓練が役に立っ
たか」の回答について、全ての職業訓練で、「実際に受けた職業訓練が役に立っ
たか」の数字が、「職業訓練のうち役立つと思うものは」の数字を上回って
いる点である。すなわち、全ての職業訓練で、受刑者は実際に受講して、よ
33	在日ノルウェー王国大使館ホームページ
	 （http://www.norway.or.jp/news_events/policy_soc/policy/pmspeech_jul22/）。
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り役立つと感じているのである。美祢センターが、受刑者の期待を上回る職
業訓練を提供していると言うことが出来るであろう。特に、ホームヘルパー
2級では、全受刑者が、実際に受講して役立つものであったと答えている。
その他でもプログラム・システム科96.3％、DTP専攻科94.7％の受刑者が、
実際に受けて役立ったと回答している。
この質問にあわせて、職業訓練を受けて良かったことは何かという質問も
受刑者にした。最も高かった回答は「社会復帰後の就職に役立つ」で、
52.9％であった。「技術が身についた」も47.2％で2番目に高い数字であった。
職業訓練の目的が「受刑者に職業上有用な知識や技能を習得させる」ことに
あることからすれば、美祢センターの職業訓練ではその目的が達成されてい
ることが分かる。さらに、注目するべきは、「自分を見つめ直すことができる」
が30.4％と3番目に高いことである。職業訓練は受刑者に知識や技能を習得
させることのみならず、自分を見つめ直すという受刑者の内面にも働きかけ
ているのである。
さらに改善指導についても、「実際に受けた改善指導が役に立ったか」に
ついて見ると、職業訓練と同様、全ての改善指導で、「改善指導のうち役立
つと思うものは何か」よりも高いものとなった。いずれの改善指導も受刑者
の期待を上回り、受刑者にとって役立ったことを示しているといえよう。
また、改善指導についても受けて良かったことは何かとの質問をしたとこ
ろ、「自分を見つめ直すことができる」が60.4％で最も高く、次いで「自分の
犯罪をふりかえることができる」が48.1％、「反省の気持ちが芽生える」が
43.7％と高かった。4番目に「知識が身についた」が42.2％と入るが、上位の
3つの項目はいずれも受刑者の内面に関連する事柄である。改善指導は、た
しかに受刑者に知識等を与える側面を持つが、それ以上に、受刑者が自分自
身を見つめ直し、自らの犯罪をふりかえり、その上で反省の気持ちを芽生え
させるきっかけとして役立っているのである。改善指導も職業訓練と同様に、
受刑者の内面に働きかけていると言えよう。
本調査では、美祢センターの職業訓練等について、受刑者の期待値を上回
るものであることが、統計上も明確になったと言える。その上で、職業訓練
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等が、単に受刑者に技術や知識を与えるのみならず、受刑者の内面にまでも
働きかけていることも明らかとなった。今後は、美祢センターでの経験を、
他のPFI刑務所や刑事施設にも共有することが必要となるであろう。
このようなPFI刑務所の試みは、受刑者の改善更生に大きな力点を置いて
いる点で、ノルウェー、更には北欧の刑事政策に類似している。今後、PFI
刑務所はノルウェーの刑事政策を日本で活用するための大きなヒントとなる
と思われる。
※本論文は科研費基盤（B）「ジェンダーの視点から見た受刑者処遇の総合的
研究」（研究代表者　矢野恵美）の研究成果の一部です。
